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糸満市公害防止条例（昭和５２年糸満市条例第１７号）新旧対照表 

改正後 改正前 

○糸満市生活環境保全条例 ○糸満市公害防止条例     

（目的） （目的） 

第 １ 条  この 条 例 は 、 工 場 及 び事 業 場 に お け る 事 業活 動 に 伴 う 騒

音、振動及び悪臭の発生について必要な規制を行い、並びに事業

活動及び日常生活に伴う環境への負荷を低減するための施策の基

本となる事項その他必要な事項を定めることにより、生活環境の

保全等に関する施策を推進し、もって現在及び将来の市民の健康

を保護するとともに良好で快適な生活環境を保全することを目的

とする。 

第１条 この条例は、公害を防止することにより、市民の健康を保

護し、あわせて快適な生活環境を保全することを目的とする。   

                                                          

                                                          

                                                          

                                                          

      

（定義） （定義） 

第２条 この条例において、次      に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それ

ぞれ当該各号に定めるところによる。 

(1) 生活環境の保全等 大気、水、土壌その他の環境の自然的構

成要素を良好な状態に保持することにより、人の健康を保護し、

及び生活環境（人の生活に密接な関係のある財産並びに人の生

活に密接な関係のある動植物及びその生育環境を含む。以下同

じ。）を保全することをいう。 

(1) 公害  事業活動その他の人の活動に伴つて生ずる相当範囲

にわたる大気の汚染、水質の汚濁、騒音、悪臭、振動、土壌の

汚染及び地盤の沈下によつて、人の健康又は生活環境に係る被

害が生ずることをいう。                                   

                                

(2) 公害  環境の保全上の支障のうち、事業活動その他の人の活

動に伴って生ずる相当範囲にわたる大気の汚染、水質の汚濁（水

質以外の水の状態又は水底の底質が悪化することを含む。以下

同じ。）、騒音、悪臭、振動、土壌の汚染及び地盤の沈下（鉱

物の掘採のための土地の掘削によるものを除く。）によって、

人の健康又は生活環境に係る被害が生ずることをいう。 

(2) ばい煙等 ばい煙、粉じん、ガス、汚水、騒音、悪臭、振動、

地盤の沈下及び土壌の汚染をいう。                         

                                                        

                                                        

                                                        

                                                  

(3) 環境への負荷  人の活動により環境に加えられる影響であ

って、環境の保全上の支障の原因となるおそれのあるものをい

(3) 特定施設 工場又は事業場に設置される施設のうち、ばい煙

等を発生し又はもたらす施設であつて、規則で定めるものをい
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う。   う。  

(4) ばい煙等 ばい煙、粉じん、ガス、汚水、騒音、悪臭、振動、

地盤の沈下及び土壌の汚染をいう。                         

(4) 規制基準  特定施設から排出し、又は発生するばい煙等の

量、濃度又は程度の許容限度であつて、規則で定めるものをい

う。 

(5) 特定施設 工場又は事業場に設置される施設のうち、ばい煙

等を発生し又はもたらす施設であって、規則で定めるものをい

う。 

〔新設〕 

(6) 規制基準  特定施設から排出し、又は発生するばい煙等の

量、濃度又は程度の許容限度であって、規則で定めるものをい

う。 

〔新設〕 

（事業者の責務） （事業者の責務） 

第３条 事業者は、その事業活動による公害を防止するために自ら

の責任と負担において必要な措置を講ずるとともに、市が実施す

る生活環境の保全等に関する施策に協力しなければならない。 

第３条 事業者は、その事業活動による公害を防止するために自ら

の責任と負担において必要な措置を講ずるとともに、市が実施す

る公害の防止      に関する施策に協力しなければならない。 

（市及び市民の責務） （市及び市民の責務） 

第４条 市は、この条例に定める生活環境の保全等に関する施策を

実施するほか、国又は県が実施する生活環境の保全等に関する施

策に協力しなければならない。 

第４条 市は、この条例に定める公害防止        に関する施策を

実施するほか、国又は県が実施する公害防止        に関する施

策に協力しなければならない。 

２  市民は、公害の防止及び環境への負荷の低減に常に努めるとと

もに、生活環境の保全等に関する市の施策に協力するよう努めな

ければならない。 

２  市民は、公害を発生させないよう            常に努めるとと

もに、公害防止        に関する市の施策に協力しなければなら

ない          。  

（規制基準） （規制基準） 

第５条 市長は、市民が健康で快適な生活を確保する上  において

生活環境の保全等を図るため規制基準を定めなければならない。 

第５条 市長は、市民が健康で快適な生活を確保するうえにおいて

公害防止        を図るため規制基準を定めなければならない。 

２  市 長 は 、 前項   の 規定 に よ り 規制 基 準 を定 め よ う とす る と き ２  市 長 は 、第 １ 項 の 規 定 に よ り規 制 基 準 を 定 め よ うと す る と き
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は、別に設置する糸満市生活環境保全審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。これを変更し、廃止したときも同様とする。 

は、別に設置する糸満市公害対策審議会    の意見を聞かなけれ

ばならない。これを変更し、廃止したときも同様とする。 

３・４ 〔略〕 ３・４ 〔略〕 

（特定施設の設置届） （特定施設の設置届） 

第６条 特定施設を設置しようとする者は、その特定施設の設置工

事開始の３０日前までに規則で定めるところにより、次の事項を

市長に届け出なければならない。 

第６条 特定施設を設置しようとする者は、その特定施設の設置工

事開始の６０日前までに規則で定めるところにより、次の事項を

市長に届け出なければならない。 

(1) 氏名又は名称及び住所（法人にあっては、その代表者名） (1) 氏名又は名称及び住所（法人にあつては、その代表者名） 

(2)～ (6) 〔略〕  (2)～ (6) 〔略〕  

２  現に特定施設を設置している者は、前項の規定にかかわらず当

該施設となった日から３０日以内に、前項  に掲げる事項を市長

に届け出なければならない。 

２  現に特定施設を設置している者は、前項の規定にかかわらず当

該施設となつた日から９０日以内に、第１項に掲げる事項を市長

に届け出なければならない。 

３  第１項の届  出には、その場所の周囲の関係者及び自治会代表

者の同意書を添付しなければならない。ただし、市長が公害の発

生するおそれがないと認めたときは、この限りでない。 

３  第１項の届け出には、その場所の周囲の関係者並びに字  代表

者の同意書を添付しなければならない。ただし、市長が公害の発

生するおそれがないと認めたときは、この限りでない。 

４  前項に規定するもののほか、第１項の届  出に関し他自治会に

相当の影響を及ぼすおそれがあると市長が認めたときは、その自

治会についても前項の規定を準用する。 

４  前項に規定するもののほか、第１項の届け出に関し他字    に

相当の影響を及ぼすおそれがあると市長が認めたときは、その字 

   についても前項の規定を準用する。 

（施設変更等の届出） （施設変更等の届出） 

第７条 前条  第１項及び第２項の規定による届  出をした者は、

その届  出に係る前条  第１項第３号及び第５号に掲げる事項を

変更しようとするときは、当該事項の変更に係る工事開始の３０

日前までに規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

第７条 第６条第１項及び第２項の規定による届け出をした者は、

その届け出に係る第６条第１項第３号及び第５号に掲げる事項を

変更しようとするときは、当該事項の変更に係る工事開始の３０

日前までに規則で定めるところにより、その旨を市長に届け出な

ければならない。 

２  前項に係る変更の届  出には、前条  第３項及び第４項の規定 ２ 前項に係る変更の届け出には、第６条第３項及び第４項の規定
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を準用する。 を準用する。 

（氏名の変更等の届出） （氏  の変更等の届出） 

第８条 第６条第１項及び第２項の規定による届  出をした者が、

第６条第１項第１号及び第２号に掲げる事項について変更があっ

たとき又は施設を廃止したときは、その日から３０日以内に、そ

の旨市長に届け出なければならない。 

第８条 第６条第１項及び第２項の規定による届け出をした者が、

第６条第１項第１号及び第２号に掲げる事項について変更があつ

たとき又は施設を廃止したときは、その日から３０日以内に、そ

の旨市長に届け出なければならない。 

２  〔略〕 ２  〔略〕 

（公表） （公表） 

第 １０ 条  前 条   第 １ 項の 規 定 に より 命 令 を受 け た 者 がそ の 命 令

に応じなかったときは、市長はその者を一般に公表しなければな

らない。 

第 １ ０ 条  第９ 条 第 １ 項 の 規 定 によ り 命 令 を 受 け た 者が そ の 命 令

に応じなかつたときは、市長はその者を一般に公表しなければな

らない。 

（意見の聴取及び弁明） （意見の聴取及び弁明） 

第 １ １ 条  第 ９ 条 第 ２ 項 の 規 定に よ る 特 定 施 設 の 使用 の 一 時 停 止

を命じようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聴くとと

もに当該施設の設置者又は代表者に弁明の機会を与えることがで

きる。 

第 １ １ 条  第９ 条 第 ２ 項 の 規 定 によ る 特 定 施 設 の 使 用の 一 時 停 止

を命じようとするときは、あらかじめ、審議会の意見を聞くとと

もに当該施設の設置者又は代表者に弁明の機会を与えることがで

きる。 

（公害防止協定の締結      ）  （公害防止協定  締結の義務） 

第 １ ２ 条  市 長 が 公 害 の 防 止 につ い て 協 定 の 必 要 があ る と 認 め た

事業者は、市長の求めに応じ、公害防止協定を締結するよう努め

なければならない                。  

第 １ ２ 条  市長 が 公 害 の 防 止 に つい て 協 定 の 必 要 が ある と 認 め た

事業者は、市長の求めに応じ公害防止協定を締結し、当該協定事

項を誠実に履行しなければならない。 

（夜間の静穏保持） （夜間の静穏保持） 

第１７条 何人も、夜間において音響機器音、楽器音、人声等によ

り、みだりに付近の静穏を害する行為をしてはならない。 

第１７条 何人も、夜間において音響機器音、楽器音、人声等によ

り、みだりに附近の静穏を害する行為をしてはならない。 

（深夜騒音の規制） （深夜騒音の規制） 

第 １ ８ 条  飲 食 店 営 業 そ の 他 の営 業 で あ っ て 規 則 で定 め る 営 業 を 第 １ ８ 条  飲食 店 営 業 そ の 他 の 営業 で あ つ て 規 則 で 定め る 営 業 を
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営む者は、当該営業等に係る深夜（午後１１時から翌日の午前６

時までの間をいう。）における騒音により、その周辺の生活環境

をそこなうことのないよう努めなければならない。 

営む者は、当該営業等に係る深夜（午後１１時から翌日の午前６

時までの間をいう。）における騒音により、その周辺の生活環境

をそこなうことのないよう努めなければならない。 

（改善命令） （改善命令） 

第１９条 市長は、前４条の規定に違反する行為により、人の健康

又は生活環境がそこなわれると認めるときは、当該行為をしてい

る者又はさせている者に対し期限を定めて、その事態を除去する

ために必要な限度において必要な措置をとるべきことを命令する

ことができる。 

第１９条 市長は、前５条の規定に違反する行為により、人の健康

又は生活環境がそこなわれると認めるときは、当該行為をしてい

る者又はさせている者に対し期限を定めて、その事態を除去する

ために必要な限度において必要な措置をとるべきことを命令する

ことができる。 

（立入検査） （立入検査） 

第２２条 〔略〕 第２２条 〔略〕 

２  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係人に提示しなければならない                 

         。  

２  前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明

書を携帯し、関係者の請求があつたときは、これを提示しなけれ

ばならない。 

（審議会） （審議会） 

第２３条 市長の諮間に応じ、次      に掲げる事項を調査、審議

するために糸満市生活環境保全審議会（以下「審議会」という。）

を設置する。 

第２３条 市長の諮間に応じ、次の各号に掲げる事項を調査、審議

するために糸満市公害対策審議会    （以下「審議会」という。）

を設置する。 

(1) 第２条第５号に規定する特定施設を定めること。 (1) 第２条第３号に規定する特定施設を定めること。 

(2) 第２条第６号に規定する規制基準を定めること。 (2) 第２条第４号に規定する規制基準を定めること。 

(3)・ (4) 〔略〕  (3)・ (4) 〔略〕  

２・３ 〔略〕 ２・３ 〔略〕 

〔削る〕 ４  審議会に関し必要な事項は、別に市長が定める。 

（罰則） （罰則） 

第 ２ ４ 条  第 ９ 条 第 １ 項 又 は 第２ 項 の 規 定 に よ る 命令 に 違 反 し た 第 ２ ４ 条  第９ 条 第 １ 項 又 は 第 ２項 の 規 定 に よ る 命 令に 違 反 し た
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者は、                  １０万円以下の罰金に処する。 者は、１年以下の懲役又は１０万円以下の罰金に処する。 

第２５条 第６条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出

をした者は、５万円以下の罰金に処する。 

第２５条 次の各号の一に該当する者は、６月以下の懲役又は    

            ５万円以下の罰金に処する。 

〔削る〕 (1) 第６条の規定に違反した者 

〔削る〕 (2) 第７条の規定に違反した者 

〔削る〕 (3) 第８条第１項又は第２項の規定に違反した者 

第２６条 次          に該当する者は、                  ３万

円以下の罰金に処する。 

第２６条 次の各号の一に該当する者は、３月以下の懲役又は３万

円以下の罰金に処する。 

(1) 第６条第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

た者 

(1) 第２１条の規定に違反して報告せず、又は虚偽の報告をした

者   

(2) 第７条第１項の規定による届出をせず、又は虚偽の届出をし

た者               

(2) 第２２条第１項の規定に違反して調査又は検査を拒み、妨げ

若しくは忌避した者 

(3) 第１９条の規定による命令に違反した者 〔新設〕 

(4) 第２１条の規定による報告をせず、又は虚偽の報告をした者 〔新設〕 

(5) 第２２条第１項の規定による検査を拒み、妨げ、又は忌避し

た者 

〔新設〕 

〔削る〕 第２７条 第１９条の規定による命令に違反した者は、３万円以下

の罰金に処する。 

 （両罰規定） 

第２７条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その

他の従業員が、その法人又は人の業務に関し、前３条の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各

本条の罰金刑を科する。 

第２８条 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その

他の従業員が、その法人又は人の業務に関し、前４条の違反行為

をしたときは、行為者を罰するほか、その法人又は人に対して各

本条の罰金刑を科する。 

第２８条 第８条第１項又は第２項の規定による届出をせず、又は

虚偽の届出をした者は、１万円以下の罰金に処する。 

〔新設〕 
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附  則  附  則  

（施行期日） 

１  この条例は、平成２６年４月１日から施行する。 

〔新設〕 

（経過措置） 

２  この条例の施行の日の前日までに、改正前の糸満市公害防止条

例（以下「旧条例」という。）の規定によりなされた処分、手続

その他の行為（罰則規定を除く。）は、この条例の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

〔新設〕 

３  この条例の施行の日の前日までに、旧条例にした行為に対する

罰則の適用については、なお従前の例による。 

〔新設〕 

（既に設置された特定施設に関する特例） 

４  この条例の施行の日の前日までに、既に設置された特定施設の

うち、この条例施行後に新たに当該施設の変更、廃止又は地位の

承継をしようとするものは、この条例の相当規定の適用を受ける

ものとする。 

〔新設〕 

（使用されていない特定施設に関する特例） 

５  この条例の施行の日の前日までに、使用されていない特定施設

のうち、この条例施行後に新たに当該施設を使用しようとするも

のは、この条例の相当規定による届出をしなければならないもの

とする。 

〔新設〕 

 


